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 第４次いわき市障がい者計画の進捗状況について 

 第４次いわき市障がい者計画（前期）の総合評価 

『第４次いわき市障がい者計画（前期）』は、障害者自立支援法から障害者総合支援法への改正

など、法改正や事業体系の再編をはじめとした大きな変革や東日本大震災の教訓などを踏まえ、時

代に対応した新たな視点を盛り込みながら、障がい者施策の切れ目ない推進を図るため平成 26 年

２月に策定しました。 

本計画では、「すべての市民が、相互に人格と人権を尊重し、支え合いながら、ともに生きる社

会の実現」を基本理念に、啓発・広報をはじめ、生活支援や教育、就業などライフステージに応じ

た支援体制の構築に向けて、６つの施策分野における基本的方向性を定め、総合的に施策を推進し

てきました。 

なお、『第４次いわき市障がい者計画（前期）』において位置づけた各事業の実施状況（平成 29

年度末時点）については、次の表のとおりとなっています。（詳細については別冊のとおり） 

 

【施策分野別事業の実施状況】 

項目 施策分野 
達成度 

合計 
A B C D E 

Ⅰ 
啓発・広報 

（下段：割合(％)） 

19 16 ５ ０ ０ 40 

47.5 40.0 12.5 ― ― 100.0 

Ⅱ 
生活支援 

（下段：割合(％)） 

37 17 12 ０ ０ 66 

56.1 25.7 18.2 ― ― 100.0 

Ⅲ 
保健・医療 

（下段：割合(％)） 

24 10 ４ ０ ０ 38 

63.2 26.3 10.5 ― ― 100.0 

Ⅳ 
生活環境 

（下段：割合(％)） 

13 12 ２ ０ ０ 27 

48.2 44.4 7.4 ― ― 100.0 

Ⅴ 
教育・育成 

（下段：割合(％)） 

17 ６ ７ ０ ０ 30 

56.7 20.0 23.3 ― ― 100.0 

Ⅵ 
雇用・就業 

（下段：割合(％)） 

10 ２ １ ０ ０ 13 

76.9 15.4 7.7 ― ― 100.0 

合計 120 63 31 ０ ０ 214 

  
※ Ａ：達成している Ｂ：概ね達成している Ｃ：一定程度達成している Ｄ：あまり達成できていない Ｅ：達成できていない 
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 各施策目標のまとめ 

①啓発・広報 

障がいに対する理解を促進する各種事業については、概ね計画どおり実施されています。しか

し、課題として、多様な媒体を活用した啓発・広報の推進や、権利擁護、差別解消、成年後見制

度に関する啓発及び推進において、達成度が比較的高くなく、市民理解を一層深めるための取り

組みが求められる結果となっています。 

これらの課題は、「第４次障がい者計画（後期）」に引き継がれており、地域共生社会の実現の

ため、高い効果の期待できる事業を拡大するなどして、様々な機会を通した広報・情報提供体制

の充実を図っていくこととしております。 

 

②生活支援 

障害福祉サービス等については、施設中心から地域、在宅福祉への大きな流れを踏まえ、障が

いのある方が、住み慣れた地域で生活できるよう、概ね計画どおり実施し、必要なサービスの充

実と支援体制に努めてきました。 

地域移行及び自立生活への支援の推進や、地域包括ケアシステムの推進による地域生活支援体

制の整備等、すぐに成果を得ることの困難な施策においては達成度が低くなってしまう一方、在

宅生活を支えるための障がい福祉サービス等においては充実が図られております。 

今後は意思決定支援に基づき、「第４次障がい者計画（後期）」において新たに位置づけた施策

の基本的方向性である、地域包括ケアシステムや共生型サービスをはじめとした地域支援体制の

構築・強化を行っていくため、核となる事業の拡大のほか、事業の在り方等を適宜見直し、全て

の人々が住み慣れた地域で安心した生活ができるよう施策を推進することとしております。 

 

③保健・医療 

障がい児とその家族に対する早期療育体制の充実等に係る取り組みは、概ね計画どおり実施さ

れていますが、早期発見や予防、精神保健福祉等に関する事業では達成度が低いものもあります。 

「第４次障がい者計画（後期）」においては、これらの課題を受け、施策推進のため早期発見

や予防、精神保健福祉等に関する事業を多く位置づけておりますが、今後は、さらに効果を高め

るため、さらなる事業拡大、見直し、新規位置付けなどを行い、発達障がいや（若年性）認知症、

難病などの障がい特性に応じた切れ目のない支援体制の充実を図っていくこととします。 

 

④生活環境 

誰もが快適で暮らしやすい生活環境の整備については、災害や防災等、普段は成果の見えにく

い事業に関しては達成度が高くなりにくいものの、概ね計画どおり実施されています。 

今後も先の震災に係る課題や事業の実施状況を踏まえ、適宜見直し等を行って地域社会におい

て安全・安心に生活ができるよう、「第４次障がい者計画（後期）」においても前期とほぼ同様の

事業を位置付け、災害時の支援体制、防犯対策等に取り組んでいくこととしております。 
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⑤教育・育成 

全体的に概ね計画どおり実施されていますが、生涯学習活動の充実のための施策や、切れ目の

ない支援が受けられるよう専門性の高い関係機関による連携体制を整備するための施策におい

て、比較的達成度が低い状況であります。 

「第４次障がい者計画（後期）」においては、前期とほぼ同様の事業を位置付けておりますが、

今後は、就学前からの教育、福祉、卒業後の労働等の連携のもと、障がい児の生きがい等の促進

のため、実施状況等を踏まえて事業の拡大、新規位置付け等を行い、障がい児保育や学校等にお

ける指導の充実、社会参加のための体制の整備に取り組むこととしております。 

 

⑥雇用・就業 

全体的に概ね計画どおり実施されており、達成度についても、ほとんどが高い達成度であると

評価されています。 

「第４次障がい者計画（後期）」においても前期とほぼ同様の事業を位置付けておりますが、

今後も継続して、障がいのある方が、就労を通して地域の中で生きがいや働きがいのある生活が

送ることができるよう、障がいの特性や状態に応じた就労支援のほか、職場定着への支援など障

がいの多様性に対応した多様な障がい者雇用の促進に向け取り組んでいくこととしております。 
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平成 31 年１月 29 日／障がい福祉課 

- 4 - 

◆ 指定障害児通所支援事業者の指定等に関する事務の権限移譲について 

 

１ 概要 

  児童福祉法（以下「法」という。）に規定されている障害児通所支援（児童発

達支援、医療型児童発達支援、放課後等デイサービス、居宅訪問型児童発達支援

及び保育所等訪問支援）事業を行う者の指定等については、地方自治法施行令の

規定により、県が処理することとされていたが、平成28年の地方からの提案等に

関する対応方針（平成28年12月20日閣議決定）を踏まえ、本年度内に改正され、

平成31年４月１日から、指定等に関する事務について、中核市が処理することと

なる。 

 

２ 移譲が予定されている事務について 

 ⑴ 指定障害児通所支援 

・ 新規指定 

・ 指定の更新 

・ 人員、設備及び運営に関する基準条例の制定 

・ 指定の変更 

・ 指定に係る事項の変更等の届出の受理 

・ 勧告・命令等 

・ 指定の取消等 

・ 公示 

・ 業務管理体制の整備に関する届出の受理、報告徴収、報告命令等 

・ 情報公表対象支援情報の報告の受理、公表、調査等 

⑵ その他 

・ 指定障害福祉サービス事業者、指定一般相談支援事業者による業務管理体

制の整備に関する届出の受理、報告徴収、報告命令等 

 

３ その他 

 ⑴ 市内事業所への情報提供について 

   現在、今後のスケジュールや引き継ぎ内容等について県との協議を行ってい

る段階であることから、整理出来次第周知する。 

 ⑵ 指定障害児通所支援事業の人員、設備及び運営に関する基準条例の制定につ

いて 

   今後地方自治法施行令が改正され次第、条例制定に向けた事務を行う。 

  



 

 



 

 

 

 

 

 

２ 協議事項 

 

⑴ 地域生活支援拠点等の整備（案）について 
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地域生活支援拠点等整備（案）について 

 

１ 地域生活支援拠点等（以下「拠点」という。）の概要 

障がい児者の重度化・高齢化や「親亡き後」を見据え、居住支援のための５つ

の機能として、 

① 緊急時の受け入れ・対応（ショートステイの利便性・対応力向上等） 

② 体験の機会・場（一人暮らし、グループホーム等） 

③ 相談（地域移行、親元からの自立等） 

④ 専門性（人材の確保・養成、連携等） 

⑤ 地域の体制づくり（サービス拠点、コーディネーターの配置等） 

を地域の実情に応じた創意工夫により整備し、 

障がい児者の生活を地域全体で支えるサービス提供体制を構築するものである。 

整備にあたっては、各地域のニーズ、既存のサービスの整備状況など各地域の

個別の状況に応じ、自立支援協議会等を活用して検討することとされている。 

なお、拠点には大きく２つの整備手法があり、原則、上記５つの機能全てを備

えることとするが、地域の実情を踏まえ必要な機能の判断は最終的に市町村が行

うこととされている。 

 【イメージ】 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

多機能拠点整備型 

面的整備型 
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２ 国・市における整備方針 

 ○ 国においては、平成 24年度に成立した「地域社会における共生の実現に向け

て新たな障害保健福祉施策を講ずるための関係法律の整備に関する法律」にお

ける衆参両院の附帯決議において、「障害者の高齢化・重度化や『親亡き後』も

見据えつつ、障害児・者の地域生活支援をさらに推進する観点から、ケアホー

ムと統合した後のグループホーム、小規模入所施設等を含め、地域における居

住支援の在り方について、早急に検討を行うこと」とされた。 

○ これを受けて、平成 25年 10月に国の「障害者の地域生活の推進に関する議

論の整理」（障害者の地域生活の推進に関する検討会）において、５つの機能が

挙げられ、これらの機能強化を地域レベルでの取組み、制度面での取組みの両

面から推進することとされた。 

 ○ これを踏まえ、国の第４期障害福祉計画（平成 27年度～29年度）の基本指針

において、「拠点について平成 29年度末までに各市町村または各圏域に少なく

とも一つを整備することを基本とする」とされた。 

 ○ 本市においても、障がい者の重度化・高齢化や「親亡き後」を見据えた居住

支援については重要な課題となっており、第４期市障害福祉計画（平成 27年度

～29年度）において、平成 29年度末までに拠点等を一つ整備することを目指す

として成果目標に掲げたところである。 

○ 平成 28年度から市地域自立支援協議会の地域生活支援部会において検討をす

すめてきたものの、拠点等の整備に必要な機能のあり方や想定される対象者の

把握に時間を要していることから、計画期間内での整備に至らなかったことか

ら、第５期市障害福祉計画（平成 30年度～32年度）において、平成 32年度末

までに拠点等を一つ整備することを成果目標に再度掲げたところである。 

【参考】 

全国的にも平成 29年４月１日時点で整備済が 37市町村９圏域（全国自治体

数 1741、圏域数 141）にとどまっており、国の第５期障害福祉計画（平成 30年

度から 32年度）において現行の成果目標を維持し、平成 32年度末までに各市

町村又は各圏域に少なくとも一つを整備することを基本とすることとされた。 

 

３ 本市における検討の経緯 

 ⑴ 前年度までの検討経緯 

平成 28年度 

・ 地域生活支援部会：当事者・支援者アンケートを実施 

・ 市自立支援協議会：拠点の概要、部会における検討状況か

らの課題の抽出及び整備の方向性等の協議 

平成 29年度 

・ 地域生活支援部会：５つの機能のうち最重要機能とされて

いる「緊急時の受け入れ」について昨年度の検討結果を踏ま

えた案の提示や、拠点のイメージのすり合せ等を実施 
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 ⑵ 平成 30年度における検討 

   地域生活支援部会では平成 30年６月より８回にわたり協議を重ね、これまで 

大きく次の３つの観点から検討を行ったところである。 

① 本市の現状とハイリスク障がい児者（詳細は後述）の把握 

② ５つの機能に関わる社会資源の現状把握と課題抽出 

③ 課題に対する対応案の検討及び拠点整備手法の検討 

   以下、①～③の詳細について 

 

① 本市の現状とハイリスク障がい児者の把握 

● 人口 342,568人（平成 30年 12月１日現在） 

   ● 障害者の状況（平成 30年４月１日現在） 

    ・ 身体障害者手帳所持者     12,544人 

    ・ 療育手帳所持者        2,432人 

    ・ 精神障害者保健福祉手帳所持者 2,290人 

      手帳所持者数計        17,266人 

 ● 地域生活支援支援部会調査によるハイリスク障がい児者 

（平成 30年６月現在） 

    ・ 対象：在宅で生活する障がい者（児）（65歳以上で介護保険サービスを

利用している者は除く）のうち介護者等に緊急事態が生じたとき

に今の生活ができないと想定される方。（下表参照） 

       ※ この調査における障がい者（児）とは、各障害者手帳の有無、障

害福祉サービス等利用の有無を問わない。 

    ・ 照会先：各地区保健福祉センター、各地域障がい者相談支援センター 

  （表）いわき市におけるハイリスク想定対象者 

勘案事項 

ア 医療的ケアを必要とされる方 

イ 自傷・他害・犯罪・失踪等のおそれがある方 

ウ 頻繁な入退院や救急搬送を繰り返す方 

エ 長期入院・施設等からの地域移行を行い、生活を開始される方 

オ 自宅や共同生活援助からアパートで単身生活を開始された方 

カ 家族の支援を拒否し、関係者の介入も困難になった方 

キ ライフラインの故障・破損があった際支援が必要な方 

ク 継続した生活のために月２回以上の訪問支援等が必要な方 

ケ 
成年後見制度や日常生活自立支援事業を利用しているが、生活が不安定

な方 

コ サービスを頻繁に変更される方 

サ 
介護者等に緊急事態が生じたときに、今の生活ができないと想定できる

方（ア～コに当てはまらないが緊急時の支援が必要な方） 
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 ・調査結果（ハイリスク想定対象者）              （人） 

 北部 南部 中部 

平 四倉 小川 小名浜 勿来 常磐 内郷 

対象者数 121 22 14 106 76 67 77 

総数 157 182 144 

計 483 

                          

【（参考）各地域におけるハイリスク者と事業所数の配置図】平成 30年 12月１日現在 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 地域の割り振りは想定 

 

北部地域 

訪問系 50
日中活動系 52
居住系 6
相談支援 20

　※左は、右に特出している個別のサービスを含まない。

共同生活援助 6
地域定着支援 3

ハイリスク対象者 157人

事業所
数

短期入所 9

中部地域 

訪問系 27
日中活動系 31
居住系 1
相談支援 12

　※左は、右に特出している個別のサービスを含まない。

2

ハイリスク対象者 144人

事業所
数

短期入所 1
共同生活援助 3
地域定着支援

南部地域 

訪問系 61
日中活動系 42
居住系 1
相談支援 9

　※左は、右に特出している個別のサービスを含まない。

事業所
数

短期入所 3
共同生活援助 5
地域定着支援 0

ハイリスク対象者 182人
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② ５つの機能に関わる社会資源の現状と課題抽出 

＜緊急時の受け入れ・対応＞ 

〇 現状として、本市においては施設入所支援６か所定員 270名、短期入所 13

ケ所 29名、日中一時支援 24ケ所､居宅介護 58事業所が整備されており、これ

まで緊急時の受け入れ・対応については、各事業所において対応されてきたと

ころであるが、緊急時はサービス調整が難航するケースが多い。 

〇 特に、既存の短期入所事業においては、人員不足等により受け入れ困難な場

合が多い。また、緊急の場合利用者の状況がわからないため受入れが困難とな

るケースもある。 

＜体験の機会・場＞ 

〇 現状として、本市において共同生活援助（グループホーム）14事業所（74

ケ所定員 340人）が整備されている。 

＜相談の機能＞ 

〇 本市において平成 29年４月に、従来７法人へ委託していた「障害者相談支

援事業」の実施体制を見直し、５ケ所の地域包括支援センター内に相談支援セ

ンターを設置するとともに地域における相談支援の中核となる「基幹相談支援

センター」を新たに設置し、相談支援体制の充実・強化を図ったところである。 

 ＜専門的人材の確保・養成＞ 

〇 本市においては、基幹相談支援センターを中心に研修会の開催等を行って 

いる（いわき相談支援ネットワーク定例会、地域移行支援研修会 等）。 

〇 介護人材が不足する中で各事業所とも人材の確保が困難な状況である。 

〇 行動障害、医療的ケアのある方への対応については急務である。 

＜地域の体制づくり＞ 

〇 本市においては、障がい者相談支援センターによる地域会議（各地域ごと 

に事業が集い、地域の課題について協議する場）を開催し、地域の実態把握や

地域の関係機関のネットワークづくりを行っている。 

〇 地域会議の開催頻度や内容について地域ごとに差がある。 
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③ 課題に対する対応案の検討及び拠点整備手法の検討 

○ 本市における拠点等整備（案） 

 

   

 

  

 

 

 

対応案 

〇 将来的には、市内を３地域に分け、地域ごとに実情（既存の資源等）に応じ 

て整備することを目指してはどうか。ただし、地域資源は限られていることか

ら、当面は他の地域の資源を活用したり、地域ごとの整備が難しい機能につい

ては、全市的な整備をしていくというのではどうか。 

〇 平成 32年度末までに１箇所以上設置するとされているため、整備の目途が

たつ地域を中心に、順次整備を進めていくのはどうか。 

 

 

 

 

 

 

 

 対応案 

 

対応案 

〇 連携強化のため、地区セン、計画相談、委託相談による相談機能の連携をよ

り強化した上で、それらを含む地域会議を実施することですべての支援機関を

つないでいくのではどうか。 

〇 地域生活をする上で現状特に不足している緊急時の受け入れ・対応、体験 

の機会・場の機能について強化を図り安心して生活できる地域づくりを目指し

てはどうか。 

〇 地域でのネットワークづくりと並行して、行政、基幹相談支援センター、自

立支援協議会が専門的人材の確保・養成や地域の体制づくり支援等を全市的に

実施し、市全体としての体制を整備していくのではどうか。 

 

 

本市における拠点等のイメージについては次頁のとおり。 

 

【論点１】 

本市の広域性やハイリスク障がい児者の調査結果から、多機能拠点１箇所で全体

をカバーすることは困難ではないか、また、利用者の利便性の観点からも、地域に

おける複数の機関が分担して機能を担う面的整備型が必要と考えるがどうか。 

  

 

【論点２】  

これまでは、相談支援事業所や特定の事業所が中心となって支援のネットワーク

が形成されてきたが、これからは、当事者を支援するあらゆる機関が地域において

有機的に連携する形を構築する必要があるが、どう構築していくか。 
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対応案 

必要とされる機能 関連する既存の資源等 今後必要と思われる資源等 

緊急時の受け入れ 

・対応 

・障害者入所施設 

・短期入所事業所 

・日中一時支援事業所 

・居宅介護事業所 

・日中一時支援の夜間預かり 

・通所系事業所の緊急宿泊 

・緊急時のための空室確保 

体験の機会・場 
・共同生活援助事業所 

 （グループホーム） 

・体験専門のグループホーム 

 もしくは単独型短期入所 

相談 
・基幹相談支援センター 

・障がい者相談支援センター 

・地域生活支援のための 

 コーディネーター 

専門的人材の確保 

・養成 
・各研修会の開催 

・強度行動障害 

 スーパーバイザーの配置 

地域の体制づくり ・地域会議の開催 （地域会議の充実） 

 

⑶ 整備に係るスケジュール 

   平成 31年３月   地域自立支援協議会全体会において、優先的に実施する 

地域、及び整備の手法について報告・提示 

   平成 31年４月～  新規資源開発に向けた事業構築、更なる検討 

            （関係機関等との意見交換等を含む） 

   平成 31年６月頃  地域自立支援協議会全体会において、新規事業（対応案）

の協議 

   平成 31年７月頃  市実施計画に位置付け 

   平成 31年９月頃  地域自立支援協議会全体会において、中間報告 

   平成 31年10月   予算要求等 

   平成 31年12月頃  地域自立支援協議会全体会において、進捗報告 

   平成 32年３月頃  予算状況等を踏まえ、地域自立支援協議会全体会におい

て進捗報告 

   平成 32年４月～  新規事業等（一部）の開始 

【論点３】 

拠点等に必要とされる機能について、関連する既存の資源と今後開発が必要と

思われる資源について次の表のように考えるがどうか。 
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４ その他 

  地域生活支援拠点等の理解促進研修会 

『地域生活支援拠点について知ろう～地域の安心づくり』 

 

１、目  的 

市内の障がい福祉に関わる人たちが集まり、「みんなが安心して暮らせる地域をつくる」

という目的を共有する。そのために、国が示した地域生活支援拠点等の整備について知

り、先進地の取り組みから学び、市内における地域づくりのイメージや方向性、互いの

役割を共有する。 

２、日  時   平成３１年３月５日（火）１３:００～１６:４５（受付１２:３０～） 

３、会  場   いわき市文化センター １階 大講義室 

４、主  催   福島県被災地における障害福祉サービス基盤整備事業 

アドバイザー派遣事業 

５、共  催   いわき市 

   いわき市地域自立支援協議会 

６、内  容 

 行政説明「いわき市の障害福祉計画と地域生活支援拠点等の整備について」 

 説明者 長谷川政宣氏（いわき市障がい福祉課 課長） 

 講  演「地域の安心づくり～長野県北信圏域の取り組みから」 

    講 師 野口直樹氏（総合安心センターはるかぜ 所長 長野県） 

 シンポジウム「地域の安心づくりのために取り組んでいること」 

    シンポジスト   鈴木繁生氏（(社福)みどりのかぜ 理事長） 

             園部義博氏（(NPO)地域福祉ネットワークいわき 事務局長） 

             佐藤 純氏（地域生活支援部会 部会長） 

コーディネーター 時實祐志氏（相談支援アドバイザー） 

    アドバイザー   野口直樹氏（総合安心センターはるかぜ 所長） 

７、参加対象 

障がい福祉サービス事業所（ＧＨ、施設入所支援、生活介護、居宅介護、自立生活援助等） 

相談支援事業所（指定特定、指定一般、障害児相談支援、市委託障害者相談支援） 

 精神科病院、 地区保健福祉センター、 保健所 
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【参考資料】 

 

●地域ごとの資源（事業所数）            平成 30年 12月 1日現在 

 北部 南部 中部 

 平 四倉 小川 小名浜 勿来 常磐 内郷・好間 

居宅介護 20 2  14 10 1 11 

行動援護 2 1  3 4 1  

同行援護 4 2  6 4  2 

短期入所 9   1 2 1  

重度訪問介護 16 2  11 9 1 11 

重度障害者等包括支援 1       

生活介護 12 1  6 3 3 5 

療養介護 2       

施設入所支援 4    1 1  

共同生活援助（ＧＨ） 5 1  3 2 2 1 

自立生活援助       1 

自立訓練（機能訓練）    1    

自立訓練（生活訓練） 1      1 

宿泊型自立訓練 1       

就労移行支援 3   1   1 

就労定着支援 1       

就労継続支援Ａ型 1   1  1 2 

就労継続支援Ｂ型 10 1  7 4 2 6 

地域移行支援 3     1 1 

地域定着支援 3     1 1 

児童発達支援 7   5 2 1 3 

放課後等デイサービス 11   10 2 3 3 

居宅訪問型児童発達支援 1       

保育所等訪問支援 2       

計画相談支援 9 3  4 2 2 7 

障害児相談支援 5   2 1  1 
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他市の整備状況（会津若松市・長野県北信圏域） 

【会津若松市】 
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【北信圏域】 
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